（様式１）

参　加　登　録　申　込　書
令和　　年　　月　　日
青森地域広域事務組合
管理者青森市長　西　秀記　様


所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印


業務名　青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務

標記業務に係る公募型プロポーザルについて、参加を希望しますので、関係書類を添えて申し込みます。
また、本プロポーザル実施要領に記載されている参加資格要件を満たしていることを確認のうえで、提出書類の記載内容及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。　


以後の連絡は、下記宛にお願いします。

（担当者連絡先）商号又は名称：
部署・氏名：
電話番号：
FAX：
E―mail：






（様式２）


質　問　書
令和　　年　　月　　日
青森地域広域事務組合
管理者青森市長　西　秀記　様
	件名
	青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務

	所在地

商号又は名称

代表者職氏名
	



印

	電話番号及びFAX
	

	質問番号
	質問内容

	
１

	

	
２

	

	
３

	

	
４

	

	
５

	

	
６

	


（注１）用紙が不足する場合は適宣追加すること。
（様式２―１）
令和　　年　　月　　日

質　疑　応　答　書
青森地域広域事務組合消防本部通信指令課
	質疑応答
	件名　青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務

	質問番号
	質　問
	回　答

	
	


	

	
	


	

	
	


	

	
	


	

	
	


	

	
	


	

	
	


	

	


	
	


（注１）質問応答書は当事務組合のホームページにて掲載します。


（様式３）

提　案　書
令和　　年　　月　　日
青森地域広域事務組合
管理者青森市長　西　秀記　様


所在地

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　印

業務名　　青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務

標記業務に係る公募型プロポーザルについて、青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務実施要領に基づき、提出いたします。
なお、提出書類の記載内容及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。　















（様式４）

業　務　実　績　調　書
（元請の納入実績を記入してください。）
	業務名
	発注者
	業務内容
	実施期間

	



	
	
	年　　月　　日　　～
年　　月　　日

	



	
	
	年　　月　　日　　～
年　　月　　日

	



	
	
	年　　月　　日　　～
年　　月　　日

	



	
	
	年　　月　　日　　～
年　　月　　日

	



	
	
	年　　月　　日　　～
年　　月　　日


（注1） 公募日時点で記載してください。
（注2） 青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務公募型プロポーザル
実施要領の２の参加資格（８）に当てはまる業務について、記載してくださ
い。
（注３）　業務実績が４件以上ある場合は、設計業務完了年月日が直近の順に記載してください。
（注４）　業務実績毎の契約書の写し及び設計図書（平面図、配置図、求積図）を添付してください。
（注５）　事業承継及び会社名称変更があった場合はそれらを証明できる書類を添付すること。
（様式５）

担　当　技　術　者　調　書（担当者・技術管理者）
	分類
	予定技術者名
	所属・役職
	保有技術資格名称

	　　　　　　　担当者

	
	
	

	　　　　　　　　　技術管理者

	
	
	

	


	
	
	

	


	
	
	

	


	
	
	

	


	
	
	

	


	
	
	

	


	
	
	



（注1） 公募日時点で記入してください。
（注2） 氏名にふりがなをつけてください。




（様式５―１）
配置技術者の経歴及び実績等調書
担当者・技術管理者
	氏名
	
	生年月日
	

	所属・役職
	
	実績経験年数
	



保有技術者資格
	保有資格名称
	登録番号
	取得年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



同種業務経歴
	業務名称
	業務概要・業務の技術的特徴・当該技術者の担当内容
	発注者
	実施期間

	


	
	
	

	


	
	
	

	


	
	
	

	


	
	
	

	


	
	
	


（注1） 公募日時点で記入してください。
（注2） 業務実績が５件以上ある場合は、完了年月が直近の順に記載してくださ
い。
（様式６）


再　委　託　調　書

	　　　　　　　　　　　分担業務の内容

	　　　　　　　　　　　再委託先又は協力先

	理由（企業の技術的特徴）

	




	
	

	




	
	

	




	
	



（注１）他の企業等に当該業務の一部について再委託を実施する場合のみ記入するこ
と。
　　　　ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。








（様式７）
機　器　構　成　表
	
	機器名
	基準数量
	備考
	提案数量
	備考

	１
	基地局無線設備
	
	
	
	

	（１）
	青森消防基地局
	１式
	無線装置（現有・予備）
空中線系設備
　空中線
　空中線共用器
　同軸避雷器
ネットワーク機器
直流電源装置
非常用発動発電機
ＤＣ／ＡＣインバーター
耐雷トランス
空調設備（１、２号機）
	
	

	（２）
	浪岡基地局
	１式
	無線装置（現有・予備）
空中線系設備
　空中線
　空中線共用器
　同軸避雷器
ネットワーク機器
直流電源装置
非常用発動発電機
ＤＣ／ＡＣインバーター
耐雷トランス
空調設備（１、２号機）
	
	

	（３）
	外ヶ浜基地局
	１式
	無線装置（現有・予備）
空中線系設備
　空中線
　空中線共用器
　同軸避雷器
ネットワーク機器
直流電源装置
非常用発動発電機
ＤＣ／ＡＣインバーター
耐雷トランス
空調設備（１、２号機）
	
	

	（４）
	今別基地局
	１式

	無線装置（現有・予備）
空中線系設備
　空中線
　空中線共用器
　同軸避雷器
ネットワーク機器
直流電源装置
非常用発動発電機
ＤＣ／ＡＣインバーター
耐雷トランス
空調設備（１、２号機）
	
	

	（５）
	平内水ヶ沢基地局
	１式
	無線装置（現有・予備）
空中線系設備
　空中線
　空中線共用器
　同軸避雷器
ネットワーク機器
直流電源装置
非常用発動発電機
ＤＣ／ＡＣインバーター
耐雷トランス
空調設備（１、２号機）
	
	

	２
	無線回線制御装置
	１式
	
	
	

	３
	管理監視制御卓
	１式
	
	
	

	４
	遠隔制御装置
	８式
	
	
	

	５
	ネットワーク機器
	１式
	
	
	

	６
	直流電源装置
	１式
	
	
	

	７
	非常用発動発電機
	１式
	
	
	

	８
	ＤＣ／ＡＣインバーター
	１式
	
	
	

	９
	耐雷トランス
	１式
	
	
	

	その他
	みちのくトンネル
無線通信設備
	１式
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	




（様式８）
見　積　書
令和　　年　　月　　日

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

業務名　　　青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務

青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務に係る費用について、提案内容に基づき、様式８－１、８－２、に記入すること。また、任意様式の内訳を添付すること。






















（様式８－１）
構　成　見　積　書
令和　　年　　月　　日

会社名

業務名　　　青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務

各年度の費用

　（円）税込
	年　　度
	事業内容
	金額

	令和８年度
	構成業務
	

	令和９年度
	構築業務
	

	
	合計金額
	






















（様式８－２）
保　守　見　積　書
令和　　年　　月　　日

会社名

業務名　　　青森地域広域事務組合消防救急デジテル無線整備業務

1、 保守の費用
（円）税込
	保守費（年額）
	備　考

	
	



2、 総括費用（令和１１年度から令和１９年度の合計）
[bookmark: _GoBack]（令和１０年度は、契約不適合責任期間のため保守費用が発生しないため。）

上記保守費合計　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


















（様式９）

提　案　辞　退　届
令和　　年　　月　　日
青森地域広域事務組合
管理者青森市長　西　秀記　様


所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

業務名　青森地域広域事務組合消防救急デジタル無線整備業務


標記業務に係る公募型プロポーザルについて、令和　　年　　月　　日付けで参加を申し込みましたが、都合により辞退します。

（辞退理由）














（注１）参加を辞退した者は、これを理由として以後の選定等に不利益な取扱いを受けるものではありません。
